
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 健康危機管理対策事業

対応する
主な課題

⑨健康危機管理については、新型インフルエンザなど県域を越えた健康被害の発生や、原因不明の健康被害が発生した場合の初期における対応策を
検討し、健康危機管理体制を整備する必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ⑥　健康危機管理体制の強化

施策の小項目名 ―

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 保健医療部保健医療総務課 【098-866-2169】

　医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原因により県民の健康や生命
の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止等に備え、
健康危機管理体制を確保する。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 健康危機管理対策事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

各省計上 ○R4年度：　健康危機管理対策委員会や保健所管内の医
療機関、消防等の関係機関との連絡会議、共同訓練を行
う。

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　健康危機管理対策委員会や保健所管内の医
療機関、消防等の関係機関との調整や意見交換、共同訓
練を行った。

各省計上 直接実施 641 498 413 147 0 637

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

健康危機管理対策委員会（本庁）の開催（12回）

保健所管内の関係機関等との連絡会議開催（保健所） 10回（５保健所×２回）

保健所管内の関係機関等との共同訓練の実施（保健所） ５回（５保健所×１回）



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 健康危機管理対策委員会（本庁）の開催 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　健康危機管理対策委員会の開催や関係機関
等との情報共有・意見交換等を行い、健康被
害の発生予防、拡大防止等に備えた連携体制
の強化を図った。

12 13 12 3 12 12 100.0%

0 大幅遅れ

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

7 7 4 0 2 10 20.0%

活動指標名 保健所管内の関係機関等との連絡会議開催 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　健康危機管理対策委員会や保健所管内の関
係機関等との連絡会議を開催し、食中毒の発
生状況や新型コロナウイルス感染症の状況報
告等、情報共有を図り、対策等について確認
を行うことで連携体制の強化を図ることがで
きた。
　特に新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止に取り組むため、保健所内の体制強化を
図った。

活動指標名 保健所管内の関係機関等との共同訓練実施 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

5 5 9 2 0 5 0.0%

令和3年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、健康危機管理対策委員会や保健所管内の関係機関との連絡会議・共
同訓練を通して連携体制を強化する。また、研修会への参加、講習会の開催等に
より職員の知識の習得、技術向上等に努める。

・引き続き、これまでの新型コロナウイルス感染症対策の取組や各保健所管内の
関係機関等との連携、共同訓練の検証結果から、関係機関との連絡体制を見直す
など検証を踏まえた訓練を実施し、更なる危機管理体制の強化を図る。

・本庁における健康危機管理対策委員会を毎月開催、関係機関との連絡会議を
行った。また、健康危機管理関連の研修会（オンライン）へ職員を派遣した。

・新型コロナウイルス感染症の拡大により疫学調査等の感染拡大防止に注力する
必要があり、関係機関等との共同訓練の実施は困難であったが、連絡体制の確認
を行い、危機管理体制の強化を図った。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・引き続き、健康危機管理対策委員会や保健所管内の関係機関との連絡会議・共同訓練を通して連携体制を強化する。また、研修会への参加、講習会の開催等によ
り職員の知識の習得、技術向上等に努める。

・引き続き、これまでの新型コロナウイルス感染症対策の取組や各保健所管内の関係機関等との連携、共同訓練の検証結果から、関係機関との連絡体制を見直すな
ど検証を踏まえた訓練を実施し、更なる危機管理体制の強化を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・健康危機発生時に備え、平常時から、国内・海外を問わず健康危機管理にかか
る情報の収集や関係機関との連携体制を確保する必要がある。また健康危機の発
生に対応するため、訓練等により職員の技術向上等に努める必要がある。

・外国人観光客や本土からの観光客による、新型コロナウィルス感染症患者の集
団発生時に備えた連携体制の強化が必要となっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・あらゆる事態に備え、平常時から健康危機管理にかかる情報収集・分析や医療機関など関係機関との連絡調整を行い、健康危機管理体制の確保を図る。また、研
修会への参加、講習会の開催等により職員の知識の習得・技術向上等を図る必要がある。

・部局横断的な連絡体制の強化等、連携の強化を行う必要がある。

・各保健所管内の関係機関との連携等、新型コロナウイルス感染症の発生を通して明らかになった課題について、改善策を検討する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　九州・山口各県健康危機管理連携会議に参
加し、情報伝達、研修等について協議する。また、九
州・山口９県で行う情報伝達訓練に参加する。

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　開催予定の九州・山口各県健康危機管理連
絡会議及び情報伝達訓練が、新型コロナウイルス感染症
の影響により中止となった。

－ － － － － －

２　取組の状況（Do）

予算事業名 －

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 保健医療部保健医療総務課 【098-866-2169】

　感染症や食中毒、医薬品、飲料水などによる県域を越えた大規模な健康被害へ
対応していくため、九州山口各県の連携による健康被害に係る情報共有・応援等
相互支援体制の整備、共同研修・訓練等を実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 九州・山口９県との健康危機に対する広域連携体制の構築

対応する
主な課題

⑨健康危機管理については、新型インフルエンザなど県域を越えた健康被害の発生や、原因不明の健康被害が発生した場合の初期における対応策を
検討し、健康危機管理体制を整備する必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ⑥　健康危機管理体制の強化

施策の小項目名 ―

広域連携運用（情報共有、訓練及び研修・調査等の共同実施、支援策の整理、対

応マニュアル等の共有化）



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和3年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、九州・山口健康危機管理連携会議及び情報伝達訓練等に参加するこ
とにより、広域連携体制の強化を図る。

・新型コロナウイルス感染症にかかる業務を優先することとなったため、取組改
善の実施が困難となった。

　新型コロナウイルス感染症の拡大により予
定していた九州・山口各県健康危機管理連絡
会議及び情報伝達訓練等の実施が困難とな
り、各県新型コロナウイルス感染症の対応を
優先することとなった。
　令和４年度以降の九州・山口各県健康危機
管理連絡会議及び情報伝達訓練の計画の見直
しが行われ、令和４年度は予定どおり開催さ
れることから健康危機管理対策への取組につ
いて情報収集を行う。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 広域連携運用 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　新型コロナウイルス感染症対策を優先的に
取り組むため、令和３年度の九州・山口各県
健康危機管理連絡会議及び情報伝達訓練は中
止となった。

実施 実施 実施 未実施 未実施 －

0 未着手

H30年度 R元年度
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４　取組の改善案（Action）

・引き続き、九州・山口健康危機管理連携会議及び情報伝達訓練等に参加することにより、広域連携体制の強化を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・健康被害のその原因は多岐にわたるが、平時において発生を想定した取組を
行っていく必要がある。

－

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・九州・山口９県との健康危機に対する広域連携体制を維持するため、引き続き健康危機管理連携会議や情報伝達訓練を実施していく必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


